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令 和 ７ 年 ５ 月 2 1 日 ・ 2 2 日

農 林 水 産 商 工 委 員 会 資 料

農 林 水 産 部



R5 R7 R8 R9 R10 R11

1 38 60 60 60 60 60 人

2 689 790 843 896 949 1,000 経営体

3 54.8 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 ％

4 235 268 301 334 367 400 ha

5 0.79 1.0 1.1 1.3 1.4 1.5 ％

6 8,039 8,100 8,300 8,500 8,750 9,000 頭

7 （ 新規事業） 2 8 18 32 50 人

8 46.7 53.0 57.0 60.0 63.0 67.0 ％

9 5 10 15 25 40 58 地域

10 － 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 ％

11 － 6.7 13.3 20.0 26.7 33.3 ％

12 － 1.7 2.2 3.9 5.6 9.0 ％

13 11.8 12.9 13.5 14.1 14.7 15.3 ％

14 47.5 50.4 50.7 51.1 51.4 53.1 ％

15 85 80 80 80 80 80 人

16 988 1,003 1,011 1,019 1,026 1,033 人

17 17 18 18 18 18 18 人

18 52 68 79 91 104 118 人

19 10.1 10.2 10.4 10.6 10.8 11.0 万トン

20 21.7 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 億尾

林
業

企業的漁業における 生産量
【 前年度１ 月～当該年度12月】

水揚金額720万円以上の沿岸自営漁業者数
【 前年度１ 月～当該年度12月】水

産
業

沿岸自営漁業新規就業者数
【 当該年度４ 月～３ 月】

広域での営農維持の体制づく り に取り 組む地区数
【 当該年度３ 月時点】

主食用米の担い手シェ ア率（ 生産面積）
【 当該年度４ 月～３ 月】

地域主導型産地創生支援事業（ R７ ～11年度） によ る 新規生産者
の確保数
【 当該年度４ 月～３ 月】

和牛子牛生産頭数
【 当該年度４ 月～３ 月】

林業就業者数
【 当該年度３ 月時点】

新規林業就業者数
【 当該年度３ 月時点】

製材工場における 高品質・ 高付加価値製品の出荷割合
【 前年度１ 月～当該年度12月】

人工林１ ha当たり の森林整備に要する 作業時間の低減率（ 対R５
年度比）
【 当該年度３ 月時点】

原木生産（ 人工林） における 労働生産性の向上率（ 対R５ 年度
比）
【 当該年度３ 月時点】

原木生産量に対する 県内製材用原木の取引割合
【 前年度１ 月～当該年度12月】

アユの流下仔魚数
【 当該年度４ 月～３ 月】

第２ 期島根県農林水産基本計画のＫ Ｐ Ｉ

農
業

認定新規就農者数
【 当該年度４ 月～３ 月】

分

野

番

号
Ｋ Ｐ Ｉ の名称

令和5年度は実績値、令和7年度以降は目標値
単位

有機JAS認証ほ場の面積割合
【 当該年度４ 月～３ 月】

水田園芸県重点推進６ 品目の拠点産地における 栽培面積
【 当該年度４ 月～３ 月】

経営多角化（ 園芸、 畜産） に取り 組む集落営農法人の割合
【 当該年度４ 月～３ 月】

販売額1, 000万円以上の中核的経営体の育成数（ 国の統計調査結
果（ R２ ） に県の単年度実績を加算）
【 当該年度４ 月～３ 月】

農業生産の拡大や収益性の向上、 地域農業の維持・ 発展に取り 組
む地区のう ち鳥獣被害額がゼロ になっ た地区等の割合
【 当該年度４ 月～３ 月】
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米生産の現状について 

 

１ 令和７年産の需給見通しについて 

（１）県内の令和７年産の作付意向 

  ・主食用米は近年 200ha/年程度減少してきた中、令和７年は約 300ha 増加の見込み 

  ・他方、加工用米、飼料用米、ＷＣＳ用稲は減少の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※令和６年産までは国調査「主食用米、戦略作物等の作付意向及び作付状況等について」より 
※令和７年産は、県農山漁村振興課による各地域農業再生協議会への聞き取り結果（R7.4） 

 

 

令和７年５ 月 21 日・22 日 
農 林 水 産 商 工 委 員 会 
農 林 水 産 部 農 山 漁 村 振 興 課 
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元年産 ２年産 ３年産 ４年産 ５年産 ６年産 ７年産

主食用米(ha)

主食用米

飼料用米

ＷＣＳ

加工用米

主食用米以外(㏊)

約 300ha 増 

（ｈａ）
全水稲 主食用米 加工用米 飼料用米 WCS

令和元年産 18,600 16,900 298 794 545
令和２年産 18,400 16,800 318 682 571
令和３年産 18,200 16,500 303 779 569
令和４年産 17,900 16,100 294 866 630
令和５年産 17,700 15,900 252 804 745
令和６年産 17,500 15,700 200 735 835
令和７年産 17,398 15,994 115 497 750

▲ 102 294 ▲ 85 ▲ 238 ▲ 85

島根県

令和７年産－令和６年産
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（２）全体の需給見通し（国による令和７年３月末時点の見通し）について 

・令和７年産米の生産量は令和６年産米と同程度の６８３万トンの見込み 

・一方、令和７年１月末時点の作付意向調査結果によると、全国では令和６年産米に

比べ、約２万３千 ha の作付増加の意向 

・作付意向調査は４月末と６月末にも実施され、各翌月に公表予定。米の作付拡大が

見込まれることから、生産量は６８３万トンを大きく上回る可能性が高い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※令和６年産は現時点で放出されている政府備蓄米３１万トンとしたが、実際には５，６，７

月の毎月１０万トン、合計３０万トンが追加放出される 

 

 

（３）全国の民間在庫の推移 

・令和７年３月末時点の民間在庫量は過去最低であるが、在庫率は平成２４年３月と

同程度 

・令和７年３月の民間在庫量に政府備蓄米２１万トンを加えると在庫率は２９.７％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３月の上段は在庫量、単位万トン。下段は需要に対する在庫率 

※出荷段階は、全農、道県経済連、県単一農協、道県出荷団体（年間の玄米仕入数量

が 5,000 トン以上）、出荷業者（年間の玄米仕入量が 500 トン以上）が対象 

※販売段階は、米穀の販売の事業者（年間の玄米仕入量が 4,000 トン以上）が対象 

需要実績 ３月
224
27.6%
264
33.8%
291
37.0%
280
35.8%
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33.2%
248
32.9%
234
31.6%
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需要実績 ３月
227
30.9%
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32.6%
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37.6%
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38.5%
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36.3%
214
30.4%
179
26.6%
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714

704

7023/4

2/3

元/2

30/元

691

705

6746/7

5/6

4/5

年
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【参考１】国による生産者、小規模事業者も含めた在庫調査の結果 

（対前年差、７年１月末時点） 
 

・生産者の出荷は＋１４万トン。生産者の在庫量は＋９万トン 

  ・ＪＡ系統などの集荷業者への出荷数量は▲３１万トン 

  ・一方、集荷業者以外の業者との取引、生産者の直接販売等は＋４４万トン 

  ・生産から流通・小売段階の在庫量は昨年と比べ、＋１９万トン 

 

【参考２】政府備蓄米の放出 

・政府備蓄米の放出予定数量は合計６１万トン 

・３月までの入札において、２１万トンが落札され、小売店や外食事業者に提供され

た量は１.９７％に当たる４,１９２トン（４月１３日時点） 

 ・４月の入札では１０万トンが落札 

  ・今後、毎月（５，６，７月）１０万トンの放出予定 

 

 

（４）水田における作付状況について（令和６年産） 

  ・全国の主食用米や加工用米、飼料用米等の戦略作物の作付状況は以下のとおり 

  ・新規需要米や戦略作物の合計４８万３千 ha では、水田活用の直接支払交付金の活用

により水田機能が維持されており、需要に応じて主食用米に転換することが可能 
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２ 担い手の状況について 

県内１０３経営体の担い手を対象に令和７年産の作付等について聞き取り調査を実施

し、うち９９経営体から回答(回答率 96％)。結果の概要は次のとおり 
 

                                           
問１）令和７年に麦・大豆・飼料用米・WCS 用稲等から主食用米に転換する 1番の理由 

 

 

 

 

 

 

 

・'主食用米の方が儲かりそう’が 42%、’実需からの要望’が 18% 

・その他では、飼料用米の収量が低いため、大豆の連作障害回避のため、WCS 用稲・そ 

ば体系は収益性が低かったためなど、それぞれの栽培上の理由等で主食用米の作付を 

選択 
 

 

問２）令和７年に米以外の作物を作付けする方の 1番の理由 

  

・’ほ場が主食用米の作付けに向かない’が 29%、’労働時間の平準化が必要’が 25％、'主食

用米以外で経営の柱となる作物が必要'が 20%となっており、’国の交付金があるから’と

回答した経営体はわずか 

・平坦部の経営体では、’労働時間の平準化’、中山間部では’ほ場が主食用米に向かない’と

いう回答が多い 

・その他では、地域内のみんなで取り組めるため、といった意見やほ場整備を予定してお

り、高収益作物に取り組む必要があるため、など多様 

 

 

 

選択肢 
全体 

回答数 割合 

ア）主食用米の方が儲かりそう 19 42% 

イ）実需者からの要望 8 18% 

ウ）その他 18 40% 

合計 45 100% 

選択肢 
全体 平坦部 中山間部 

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 

ア）労働時間の平準化が必要 15 25% 11 41% 4 13% 

イ）国の交付金があり、主食用米より収入多い 3 5% 1 4% 2 6% 

ウ）ほ場が主食用米の作付に向かない 17 29% 4 15% 13 41% 

エ）主食用米以外で経営の柱となる作物が必要 12 20% 5 19% 7 22% 

オ）その他 12 20% 6 22% 6 19% 

合計 59 100% 27 100% 32 100% 
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問３）令和７年に主食用米を増やさない方の理由 

 

選択肢 
全体 

回答数 割合 

ア）主食用米を増やしたいが、投資（機械、施設）が必要だから 2 5% 

イ）主食用米を増やしたいが、労力が足りないから 24 56% 

ウ）その他 17 40% 

合計 43 100% 

・56%の経営体が’労力不足’と回答。投資よりも労働力の確保が主食用米増産のネック 

・その他の回答では、増やしたいが田んぼがない、水稲作付に適した水田がない、用水が

確保できるほ場は全て水稲を作付しているなど、ほ場条件により主食用米への転換が

制約されている回答が多かった 

 

 
問４）令和７年産の作付を決めるにあたって、何に基づいて決めているか 

 

 

 

 

 

  

 
問５）米の適正な価格（農家の手取り価格）の水準は、どのくらいが適正と考えますか 

 

 

 

・‘10,000～12,000 円/30kg 

程度’という回答が全体 

の 75% 

 

 

 

 
   【参考】担い手の 60kg 当たりの生産コスト 
   

 

 

 

       ※生産費は農業技術センター及び農山漁村振興課による調査結果 

選択肢 
全体 

回答数 割合 

ア）自らの経営判断 96 98% 

イ）地域が設定する目安等 2 2% 

ウ）その他 0 0% 

合計 98 100% 

選択肢 
全体 

回答数 割合 

ア）玄米 6,000 円/30kg 程度 0 0% 

イ）玄米 8,000 円/30kg 程度 2 2% 

ウ）玄米 10,000 円/30kg 程度 40 41% 

エ）玄米 12,000 円/30kg 程度 33 34% 

オ）玄米 12,000 円/30kg 以上 22 23% 

合計 97 100.0% 

   

 平坦地 山間地 

 
令和６年 

 

 
12,831 円/60kg 

 

 
15,922 円/60kg 

 

・ほぼ全ての経営体が、自らの経営

判断で作付を決めていると回答 
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問６）国の政策(水田活用の直接支払交付金)によって、生産者が米を作りたいのに米を作らせ 

ないようになっていると思われますか 

 

 

・74%の人がそうなっていな 

 いと回答 
 

 

 

 

 
問７）マスメディアは現在の農業現場の実情を正しく情報発信していると思われますか 

  

 

 

 

 

 

・生産者側からの意見ではあるが、そうなっていないと回答した経営体が 77%、その理由

は消費者側の意見に偏っている、農業現場の実情を発信していないなどの意見が多数 

 

 

 

まとめ 

 ・アンケート結果から、ほぼ全ての経営体が自らの経営判断で栽培作物を決定され 

ており、結果として、令和７年産では、主食用米が大幅に増加する可能性 

 ・一方で、主食用米を増やしたいが労力が足りない、増やしたいが水稲に合う圃場 

がない、ほ場が小さく、効率的な農業が難しい、省力・低コスト対策に取り組み 

たいといった意見があった 

・こうした意見をふまえ、県では２期基本計画に基づき、 

① 主食用米の品質・反収向上、省力化技術の導入・定着 

② 意欲ある担い手への農地の集積 

③ 担い手の省力化や、栽培作物の反収向上につながる基盤整備の推進 

④ 集落営農法人などの営農組織の構成員の確保 

  などの取り組みを推進 

 

 

 

 

選択肢 
全体 

回答数 割合 

ア）そうはなってないと思う 72 74% 

イ）そのとおりだと思う 25 26% 

合計 97 100% 

選択肢 
全体 

回答数 割合 

ア）そうなっていると思う 22 23% 

イ）そうなっていないと思う 73 77% 

合計 95 100% 
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【参考】精米５キロに占める生産者、ＪＡ、卸・小売の割合（試算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産者概算金：ＪＡしまね１等コシヒカリの概算金（玄米）から精米５キロに換算 

       精算金は含まない 

ＪＡ分：島根コシヒカリの相対取引価格（玄米）から精米５キロに換算 

    相対取引価格は出回りから３月までの期間の価格 

卸・小売：総務省の小売物価統計調査（松江市）結果、３月時点 

※ラウンドの関係で合計が合わない場合がある 

生産者概算金
1,019 

生産者概算金
1,130 

生産者概算金
1,667 

ＪＡ分 237 ＪＡ分 232 

ＪＡ分 254 卸・小売
764 

卸・小売
693 

卸・小売
2,000 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和３年産米 平均(R1～5) 令和６年産米

円／５kg

生産者概算金

ＪＡ分

卸・小売 +189％ 

＋9％ 

+48％ 

計２,０１９円 計２,０５４円 

計３,９２１円 



 

- 14 - 
 

 
 
 

ニホンザルの生息状況調査について 

１．調査の概要 

 ⑴ 実施状況 

 ・本県におけるニホンザルは、隠岐を除くほぼ全域に生息 

 ・2007（H19）年度、2021（R3）年度及び 2024（R6）年度に生息状況調査を実施 

⑵ 生息状況調査結果 

 ① 群れ数及び個体数の推移 

 2007（H19）調査 2021（R3）調査 2024（R6）調査 

群れ数 49 63 71 

推定個体数 1,730 2,410 3,600 

       ※2007、2021 調査は中山間地域研究センター、2024 調査は株式会社野生動物保護管理 

事務所に委託して実施 

     ※2007 年度以降、県内のニホンザルは群れ、個体数ともに増加 

 ② 群れの分布状況 

   ・前回調査と同様、県央圏域、益田圏域に加害レベルの高いサルの群れが存在 

   ・今回調査において、雲南圏域にも加害レベルの高い群れが出現 

 

 

 

 

 

 

  

レベル

０ 

サルの群れは山奥に生息しており、集落

に出没することがないので被害はない。 

レベル

１ 

サルの群れは集落にたまに出没するが、

ほとんど被害はない。 

レベル

２ 

サルの群れの出没は季節的で農作物の被

害はあるが、耕作地に群れ全体が出てく

ることはない。 

レベル

３ 

サルの群れは、季節的に群れの大半の個

体が耕作地に出てきて、農作物に被害を

出している。 

レベル

４ 

サルの群れ全体が、通年耕作地の近くに

出没し、常時被害がある。まれに生活環

境被害が発生する。 

レベル

５ 

サルの群れ全体が、通年・頻繁に出没し

ている。生活環境被害が大きく、人身被

害の恐れがある。人馴れが進んでいるた

め被害防除対策の効果が少ない。 

（環境省ガイドラインによる） 

群れ数 割合(%) 群れ数 割合(%) 群れ数 割合(%) 群れ数 割合(%)

2~3 0 2 4% 0 2 3%

3 2 40% 14 31% 7 33% 23 32%

3~4 0 6 13% 0 6 8%

4 2 40% 17 38% 13 62% 32 45%

4~5 1 20% 6 13% 0 7 10%

5 0 0 1 5% 1 1%

県東部 中央部 西部 合計
加害レベル

■加害レベルごとのサル群れの状況 

■加害レベルごとの群れ数（2024 調査） 

レベル５相当の群れが８ 

令和７年５月 21 日・22 日 

農 林 水 産 商 工 委 員 会 

農 林 水 産 部 

農山漁村振興課鳥獣対策室 
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２．ニホンザル対策の取組 

 ⑴ 現状 

  ・サルによる被害が発生している市町において、追い払い、防護柵設置などの防

止対策や、捕獲檻設置による捕獲対策を実施 

  ・県は、国交付金等による支援を行うとともに、各地域事務所の鳥獣専門職員が

対策等について指導・助言 

 

 ⑵ 今後の取組 

① ニホンザル対策の目標（第２期島根県農林水産基本計画における目標） 

・加害レベルの高いニホンザルの群れ（加害レベル５）をゼロ 

 

  ② 取組の方向性 

  ア 加害レベル５（４～５を含む）の群れについて被害対策計画を策定 

    ・対策の専門的知見を有する専門業者に委託し、県、市町、地域住民との協議

の上、群れの特性等を踏まえた被害防止に向けた計画を策定 

 

   イ 被害対策計画の実行 

    ・県、市町、地域住民、専門業者で役割分担のもと、計画の実行 

【対策例】 

地域住民に対する被害防除等に向けた研修会の開催 

追い払い、電気柵設置などの侵入防止対策の指導・助言、実施 

        捕獲檻設置などによる、「群れごと捕獲」の手法検討及び実施 

   

ウ 被害対策の進捗管理、他地域への波及 

    ・実施した被害対策について専門業者による検証・分析を実施し、他地域へ

の被害対策に活用 
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新たな種
しゅ

雄
ゆう

牛
ぎゅう

の造成について 

 

〇 種雄牛は、和牛生産が盛んな 22 道県（中国 5 県を含む）で造成しており、肉質の

遺伝的能力が高い種雄牛の存在が地域の子牛価格をけん引している状況。 

〇 島根県では、平成 10～20 年代にかけて全国トップレベルの種雄牛が造成でき 

ず、子牛価格は全国平均より劣る状況が続いていた。 

〇 平成 20 年代後半から、肉質能力の改良に特化した造成に切り替え誕生した「久
ひさ

茂
しげ

福
ふく

」が令和 4 年の全国和牛能力共進会（鹿児島）で肉質日本一を獲得。 

〇 令和 2 年からの県農林水産基本計画に基づき、ゲノミック評価技術の活用、種雄

牛の母となる超優秀雌牛の県外導入、（一社）家畜改良事業団との連携強化、畜産技

術センター種雄牛造成部門の移転整備等により種雄牛の造成体制を強化。 

〇 こうした取組により、肉質全国トップの「暁之
あ き の

藤
ふじ

」（令和６年６月基幹種雄牛に選抜）や、

肉量トップの「忠
ただ

白
しら

隆
たか

」（令和７年７月選抜予定）が誕生しており、今後これらの種雄牛が

「しまね和牛」の評価をけん引することを期待。 

 

「暁之
あ き の

藤
ふじ

」   ～卓越した肉質肉量の糸桜系スーパー種雄牛～ 

・肉質総合評価１位、脂肪交雑１位、推定歩留２位（島根県、家畜改良事業団） 

・令和 6 年度島根中央家畜市場種雄牛別平均価格（去勢牛）１位 

 
 

「忠
ただ

白
しら

隆
たか

」   ～圧巻の枝肉重量を誇る気高系スーパー種雄牛候補～ 

・肉質検定成績(去勢牛)枝肉重量・バラの厚さ１位（島根県、家畜改良事業団） 

・脂肪の質や脂肪交雑も良好 

 

生年月日：R2 年 8 月 11 

生産者：畜産技術 C 

母牛生産者：南家隆史

（知夫村） 

父牛：幸忠栄 

【肥育牛の枝肉】 

枝肉重量：582.8kg 

ロース芯：110cm
2
 

BMS No.：12 

バラ厚：8.6cm 

 

令和７年５月 21 日・22 日 

農 林 水 産 商 工 委 員 会 

農 林 水 産 部 畜 産 課 

【肥育牛の枝肉】 

枝肉重量：621.6kg 

ロース芯：69cm
2
 

BMS No.：10 

バラ厚：10.8cm 

生年月日：R元年 8月 11 日 

生産者：畜産技術センター 

母牛生産者：松永牧場 

（益田市） 

父牛：福之姫 
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鶏インフルエンザ発生農場の状況 
 

                               

１．鳥インフルエンザの防疫措置 

 令和６年 10月30日  (有)旭養鶏舎（採卵鶏、40万羽）から異常鶏の通報 
      10月31日  疑似患畜確定、殺処分開始 

         11月 7日   殺処分完了 
         11月10日     防疫措置完了（埋却・消毒の完了） 

 
２．生産再開の状況 

 令和７年２月10日  鶏舎等の環境PCR検査（250検体） 
        ２月18日～21日 モニター鶏の導入検査（500羽） 
        ３月 6日   鶏（大雛）約18,000羽を導入（防疫措置完了から生産再開 
                          まで116日） 
        ３月12日     鶏（初生雛）約36,000羽を導入 

※ 以降、月2～3回の頻度で鶏を導入し令和7年12月までに35万羽 
を導入見込 

 
３． 鶏卵の生産状況（見込み） 

 令和７年３月19日  自場産の鶏卵出荷を再開（大田市内スーパーから） 
        ５月17日     農場併設直販所の営業再開  
        12月末   発生前の  80％まで回復（見込み） 
 令和８年３月末      発生前の100%まで回復（見込み） 

 

４．家畜伝染病予防法に基づく手当金 

〇 評価の対象物：殺処分した鶏、埋却した鶏卵・飼料・堆肥など 
 〇 評価額：約５億6千8百万円  
 〇 今後の手続き 

・５月上旬  農場 ⇒ 県 ⇒ 農林水産省へ手当金交付申請 
・５月下旬  国審査会 

    ・６月中旬  交付決定（予定） 
              
 

 

【参考】家畜伝染病予防法第58条(手当金) 
  ・ と殺された家畜：評価額の4/5（手当金）＋1/5(特別手当金)＝評価額の10/10を交付 

  ・ 焼埋却した汚染物品：評価額の4/5（手当金）＋1/5(特別手当金)＝評価額の10/10を交付 

令和７年５月21日・22日 

農林水産商工委員会 

農 林 水 産 部 畜 産 課 


